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北海道大学　2013. 2

はじめに

　現代世界経済の構造変化のもとで，東アジア
の経済統合が更に求められてきている。東アジ
アでは東南アジア諸国連合（ASEAN）が域内経
済協力・経済統合の嚆矢であり，1976 年から域
内経済協力を進め，1992 年からはASEAN自
由貿易地域（AFTA）の確立へ向かった。アジ
ア経済危機後には域内経済協力の一層の深化が
不可避となり，ASEAN は 2003 年の「ASEAN
協和宣言Ⅱ」によりASEAN経済共同体（AEC）
の確立を宣言し，現在，AECの 2015 年の完成
を目指している。
　同時に，アジア通貨経済危機を契機に広域
の東アジア地域経済協力が新たに構築されて
きた。アジア通貨経済危機とその対策を契機
にASEAN+3 の枠組みが確立し，2005 年から
は東アジア首脳会議（EAS）と ASEAN+6 の枠
組みも進められてきた。ASEANを中心に，日
本，中国，韓国，インドなどとの自由貿易協定
（FTA）の展開も急である。
　しかしながら，2008 年からの世界金融危機
を契機に，世界経済と東アジアは更に新たな局
面に入ってきている。アメリカの過剰消費と金
融的蓄積に基づいた世界経済の発展は転換を迫
られ，ASEANと東アジアの地域経済協力も転
換を迫られている。更に環太平洋経済連携協定
（TPP）は，アメリカも加わり，東アジアの経済
統合に大きな影響を与えている。
　本稿では，世界金融危機後の世界経済と東ア
ジア経済の構造変化のもとにおける，東アジア

の経済統合を考察する。筆者は世界経済の構造
変化の下でのASEAN域内経済協力・経済統合
を長期的に研究してきている。そこで世界経済
の構造変化について触れながら，ASEANを中
心に東アジアの経済統合について述べることと
する。
　
Ⅰ　ASEANの域内経済協力と経済共同体

　東アジアでは，ASEANが域内経済協力・経
済統合の嚆矢であった。1967 年に設立された
ASEAN は，当初の政治協力に加え，1976 年
の第 1回首脳会議と「ASEAN協和宣言」より域
内経済協力を開始した。1976 年からの域内経
済協力は，外資に対する制限の上に企図された
「集団的輸入代替重化学工業化戦略」によるもの
であったが挫折に終わり，1987 年の第 3 回首
脳会議を転換点として，プラザ合意を契機とす
る世界経済の構造変化を基に，「集団的外資依
存輸出指向型工業化戦略」へと転換した。1985
年 9 月のプラザ合意以降，円高・ドル安を背景
にNIESそしてASEANへの日本からの直接投
資の急増と言った形で多国籍企業の国際分業が
急速に進行し，ASEAN各国も発展成長戦略を
転換したからであった1）。
　1991 年から生じたASEANを取り巻く政治
経済構造の歴史的諸変化，すなわちアジア冷戦
構造の変化，中国の改革・開放に基づく急速な

1） 以下，本節の内容に関して詳細は，清水（1998，
2008），参照。
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成長と中国における対内直接投資の急増，アジ
ア太平洋経済協力（APEC）の制度化等から，更
に域内経済協力の深化と拡大が進められるこ
ととなった。これらの変化を受け，1992 年の
第 4回首脳会議からはAFTAが推進されてき
た。AFTAは，共通効果特恵関税協定（CEPT）
により，適用品目の関税を 2008 年までに 5％
以下にする事を目標とした。また 1996 年から
は，1988 年からのブランド別自動車部品相互
補完流通計画（BBC スキーム）の発展形態であ
るASEAN産業協力（AICO）スキームが推進さ
れた。そして冷戦構造の変化を契機に，1995
年には ASEAN 諸国と長年敵対関係にあった
ベトナムがASEANに加盟した。1997 年には
ラオス，ミャンマーが加盟，1999 年にはカン
ボジアも加盟し，ASEANは東南アジア全域を
領域とすることとなった。国際資本移動による
相互依存性の拡大と冷戦構造の変化による領域
の拡大こそは，現在進行中のグローバル化のき
わめて重要な要因である。ASEANはこれらの
両方を含み，世界経済の構造変化の焦点となっ
た。
　1997 年のタイのバーツ危機に始まったアジ
ア経済危機は，ASEAN各国に多大な被害を与
えた。国際資本移動の急速な拡大は東南アジ
ア各国の急速な発展・成長を基礎づけたが，他
面ではアジア経済危機の要因となったのであ
る。1997 年のアジア経済危機を契機として，
ASEAN域内経済協力は，更に新たな段階に入
った。ASEANを取り巻く世界経済・東アジア
経済の構造が，大きく変化してきたからであっ
た。すなわち第 1に，中国の急成長と影響力の
拡大である。中国は 1997 年以降も一貫して 7
％以上の高成長を維持し，この成長の要因であ
る貿易と対内投資が急拡大した。特に直接投資
の受け入れ先としての中国の台頭は，ASEAN
並びにASEAN 各国にとって大きな圧力とな
った。第 2に，世界貿易機関（WTO）による世
界大での貿易自由化の停滞と FTAの興隆であ
る。第 3に，中国を含めた形での東アジアの相

互依存性の増大と東アジア大の経済協力基盤・
地域協力の形成である。
　アジア経済危機以降の構造変化のもとで，
ASEANにとっては，更に協力・統合の深化が
目標とされた。2003 年 1 月には，先行加盟 6
カ国によって関税 5％以下の自由貿易地域と
して確立された。そして 2003 年 10 月の第 9
回首脳会議における「第 2 ASEAN 協和宣言」
は，ASEAN 安全保障共同体（ASC），ASEAN
経済共同体（AEC），ASEAN 社会文化共同体
（ASCC）から成るASEAN 共同体（AC）の実現
を打ち出した。AECは ASEAN共同体を構成
する 3 つの共同体の中心であり，2020 年まで
に財 ･サービス・投資・熟練労働力の自由な移
動に特徴付けられる単一市場・生産基地を構築
する構想であった2）。ところで，AECにおいて
も依然直接投資の呼び込みは非常に重要な要
因であり，AECは集団的外資依存輸出指向型
工業化の側面を有している。2002 年 11 月の
ASEAN首脳会議において，シンガポールのゴ
ー･チョクトン首相はAECを提案したが，そ
れは中国やインドなど競争者が台頭する中で
の，ASEAN首脳達のASEANによる直接投資
を呼び込む能力への危惧によるものであった3）。
そして協力・統合の深化が目標とされるととも
に，域内経済格差の是正も重要な目標とされる
ようになってきた。
　2007年 1月の第12回ASEAN首脳会議では，
ASEAN共同体創設を 5 年前倒しして 2015 年
とすることを宣言した。2007 年 11 月の第 13
回首脳会議では，第 1 に，全加盟国によって
「ASEAN 憲章」が署名され，第 2 に，AEC の
2015 年までのロードマップである「AEC ブル
ープリント」が発出された。ASEAN憲章は翌
年 12 月に発効し，その制定はAEC と AC 実

2） “Declaration of ASEAN Concord,” http://www.
aseansec.org/15159.htm. AEC に関しては石川・
清水・助川（2009），Severino （2006），Hew （2007）
等を参照。

3） Severino （2006）, pp. 342-343.
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現のための重要な制度整備であった。ASEAN
憲章は，東アジアの地域協力における初の憲章
でもあった。AEC の実現に直接関わる「AEC
ブループリント」は，3つの共同体の中で最初
のブループリントであり，AECに関するそれ
ぞれの分野の目標とスケジュールを定めた4）。
2008 年からは，ブループリントを確実に実施
させるために，スコアカードと事務局によるモ
ニタリングを実施している。スコアカードは各
国ごとのブループリントの実施状況の点検評価
リストである。またAFTA-CEPT 協定を大き
く改定したASEAN物品貿易協定（ATIGA）も
2010 年 5 月に発効した。
　2010 年 1 月には先行加盟 6 カ国で関税が撤
廃されAFTAが完成した。先行 6か国では品
目ベースで 99.65％の関税が撤廃された。新規
加盟 4か国においても，全品目の 98.96％で関
税が0～5％となった5）。各国のAFTAの利用も
大きく増加し，たとえばタイのASEAN 向け
輸出（一部を除きほぼすべてで関税が無税のシ
ンガポール向けを除く）に占めるAFTAの利
用率は，2000 年の約 10％，2003 年の約 20％か
ら，2010 年には 38.4％へと大きく拡大した6）。
AFTAと AICO によって，輸入代替産業とし
て各国が保護してきた自動車産業においても，
日系を中心に外資による国際分業の確立が支援
されてきた7）。

4） “ASEAN Economic Community Blue Print,” 
http://www.aseansec.org/21083.pdf.　 AECブル
ープリントに関しては，石川（2009），参照。

5） “Joint Media Statement of the 42nd ASEAN 
Economic Ministers’ （AEM） Meeting,” http://
www.aseansec.org/25051.htm．

6） また 2010 年のタイの各国向けの輸出に占める
AFTA利用率は，インドネシア向け輸出で 61.3
％へ，フィリピン向け輸出で 55.9％に達した（『通
商弘報』2011 年 4 月 30 日号）。

7） たとえばトヨタ自動車は，1990 年代から BBCス
キームとAICO，更にAFTAに支援されながら
ASEAN域内で主要部品の集中 ･分業生産と部品
の相互補完流通により生産を効率的に行ってきて
いる。2004 年 8 月からタイで生産開始したトヨ

2010 年 10 月の第 17 回 ASEAN首脳会議では，
AECの確立と域内格差の是正を後押しするた
めに「ASEAN連結性マスタープラン」（“Master 
Plan on ASEAN Connectivity”）が出された。
「ASEAN 連結性マスタープラン」は，2015
年の AEC 確立を確実にする意図を有する。
ASEANの連結性については，①物的連結性，
②制度的連結性，③人的連結性の 3つの面で連
結性を高めることを述べた8）。こうしてAECの
実現に向けて，着実に行動が取られてきている。

Ⅱ　アジア経済危機と東アジアの地域経済協力

　アジア経済危機を契機に，危機への対処を巡
って東アジア大の地域経済協力も展開されてき
た9）。アジア経済危機直後の1997年 12月の第1
回 ASEAN+3 首脳会議が基点であった。1998
年の第 2回首脳会議では，ASEAN首脳会議に
合わせて毎年開催することが合意され，1999
年の第 3回首脳会議では「東アジア協力に関す
る共同声明」が出された。2000 年 3 月には危機
の際の資金協力枠組みの検討会議が開かれ，同
年 5 月にはASEAN+3 財務相会議においてチ
ェンマイ・イニシアチブ（CMI）が合意された。
CMI では，1977 年に合意されたASEAN通貨
スワップ協定（ASA）を 5カ国から 10 カ国に拡
大するとともに，日本，中国，韓国をネットワ
ークに含めることとした。通貨危機の予防と拡
大防止のためのセーフティーネット構築のさき
がけであった。こうして通貨金融協力から東ア
ジアの地域経済協力が展開することとなった。

タ自動車の革新的国際多目的車（IMV）プロジェ
クトもこれまでの域内経済協力の支援の延長に考
えられる。IMVは，2004 年 8 月にタイではじめ
て生産開始された，1トンピックアップトラック
ベース車を部品調達から生産と輸出まで各地域内
で対応するプロジェクトである（清水 2011）。

8） “Master Plan on ASEAN Connectivity,” http://
www.aseansec.org/documents/MPAC.pdf

9） 以下，本節の内容に関して詳細は，清水（2011b），
参照。
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CMI はその後も着実に展開し，2010 年 3 月に
は，二国間協定のネットワークから多国間協定
に移行し，資金総額も 1200 億ドルに達した。
ASEAN+3 は，通貨金融を含め 19 分野での協
力を進めており，広域の FTAに関しても 13
カ国による東アジア自由貿易地域（EAFTA）の
確立へ向けて作業が進められた。
　2005 年の一連の ASEAN 首脳会議の際に
は，初の東アジア首脳会議（EAS）も開催され
た。参加国は ASEAN10 カ国，日本，中国，
韓国に加えて，インド，オーストラリア，ニュ
ージーランドの計 16 カ国となった。EAS は，
ASEAN+3 首脳会議とともにその後も毎年開
催され，テーマとしてはエネルギー，教育，防
災，鳥インフルエンザ，金融等を設定してい
る。広域 FTA に関しても，2006 年の第 2 回
EAS で 16 カ国による東アジア包括的経済連携

（CEPEA）構想に合意した。
　東アジアにおいては，FTAや経済連携協
定（EPA）も急速に展開してきた。その中でも
ASEAN中国自由貿易地域（ACFTA），ASEAN
日本包括的経済連携（AJCEP），ASEAN 韓国
FTA（AKFTA），ASEANインドFTA（AIFTA）
など，ASEANを中心とするASEAN+1のFTA
が中心である。ACFTAがそれらの嚆矢であ
り，2000 年 11 月に中国がASEAN に FTAを
提案したことが始まりである。ASEANと中国
は 2002 年 11 月には「包括的経済協力枠組み協
定」を締結し，2010 年までにASEAN原加盟 6
カ国と，2015 年までに新規加盟 4カ国と関税
を撤廃することを合意した。ACFTAに続き，
AJCEP，AKFTA も締結され，AJCEP は同
様に 2010 年までに原加盟 6カ国と，AKFTA
は 2010 年までに原加盟 5 カ国と関税を撤廃

図１　東アジアの地域協力枠組み

出所）筆者作成。
注）（　）は自由貿易地域（構想を含む）である。
　　ASEAN：東南アジア諸国連合，AFTA：ASEAN自由貿易地域，
　　EAFTA：東アジア自由貿易地域，EAS：東アジア首脳会議，
　　CEPEA：東アジア包括的経済連携，RCEP：東アジア地域包括的経済連携，
　　APEC：アジア太平洋経済協力，FTAAP：アジア太平洋自由貿易地域。
　　下線は，環太平洋経済連携協定（TPP）交渉参加国。
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することを合意した。また 2009 年 2 月に
は ASEAN オーストラリア・ニュージーラン
ド FTA（AANZFTA）が締結され，8 月には
ASEANインド間で包括的経済協力枠組み協定
の下での物品貿易協定が締結された。こうして
ASEANを中心とする FTA網が，東アジアを
覆ってきている。
　東アジアにおいては地域経済協力が重層的・
多層的に展開しており，それが東アジアの地域
経済協力の特徴である（図１参照）。そして，そ
の中心はASEANである。ASEANにおいては，
域内経済協力が，その政策的特徴ゆえに東ア
ジアを含めより広域の経済協力を求める10）。そ
れとともにASEAN拡大外相会議，ASEAN+3
会議，EAS，ASEAN 地域フォーラム（ARF）
に見られるように，東アジア地域における交渉
の「場」をASEAN が提供し，自らのイニシア
チブの獲得を実現してきた。またASEAN を
巡る FTA構築競争もこれらの会議の場を主要
な舞台としてなされてきた。ASEAN域内経済
協力のルールが東アジアへ拡大してきているこ
とも重要である11）。こうしてASEANの域内経
済協力・統合の深化と方向が，東アジア地域協
力を方向付けてきた 。

10） ASEAN域内経済協力においては，発展のための
資本の確保・市場の確保が常に不可欠であり，同
時に，自らの協力・統合のための域外からの資金
確保も肝要である。すなわち 1987 年からの集団
的外資依存輸出指向工業化の側面を有している。
そしてこれらの要因から，東アジア地域協力を含
めた広域な制度の整備や FTAの整備は不可避で
ある。

11） たとえば，ASEAN スワップ協定（ASA）が，チ
ェンマイ・イニシアチブ（CMI）として東アジアへ
拡大した。また，AFTA 原則が，ACFTA など
ASEANを軸とする FTAに展開してきた。相互
認証や基準認証等もASEANからはじめられてい
る。更に，EAS の参加基準もASEAN基準に基
づくこととなった。この参加基準とは，ASEAN
の対話国，東南アジア友好協力条約（TAC）加盟，
実質的な関係の三つの条件である。ASEAN憲章
も，東アジア憲章や東アジア共同体を方向付けす
る可能性がある（清水 2008）。

Ⅲ　世界金融危機後のASEANと東アジア

　2008 年からの世界金融危機は，ASEAN と
東アジアの地域経済協力に大きな転換を迫って
いる。世界金融危機は，アジア経済危機から回
復しその後発展を続けてきた東アジアの各国に
とっても打撃となった。危機の影響の中でも，
最終需要を提供するアメリカ市場の停滞と世界
需要の停滞は，輸出指向の工業化を展開し最終
財のアメリカへの輸出を発展の重要な基礎とし
てきた東アジア諸国の発展・成長にとって，大
きな制約要因となった。
　世界経済は新たな段階に入り，これまでのア
メリカの過剰消費と金融的蓄積に基づいた東ア
ジアと世界経済の成長の構造は転換を迫られて
きた。すなわち 1982 年以来のネオ・リベラリズ
ムの四半世紀の世界経済構造が転換を迫られて
いるとも言える。そのような構造変化の中で，
新たな世界大の経済管理と地域的な経済管理が
求められている。言い換えると，世界と地域に
おいて新たな国際公共財の提供が要請されてい
る12）。現在，WTOによる貿易自由化と経済管理
の進展は困難であり，ASEANや東アジアのよ
うな地域による貿易自由化と経済管理がより不
可避となってきている。
　ASEANと東アジアの地域経済協力において
は，域外需要の確保とともに，東アジアの需要
に基づく発展を支援することが，これまで以上
に強く要請される。東アジアは，他の地域に比
較して世界金融危機からいち早く回復してきて
おり，現在の世界経済における主要な生産基
地並びに中間財の市場であるとともに，成長
による所得上昇と巨大な人口により，主要な
最終消費財市場になってきている。それゆえ，
域外との地域経済協力・FTAの構築とともに，
ASEANや東アジアにおける貿易自由化や円滑
化が一層必要とされるであろう。また，2つの

12） 世界経済の構造変化と国際公共財の提供に関し
て，佐々木（2010），参照。
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経済危機の主要な要因となった資本移動に対す
る適切な管理を含め，ASEANあるいは東アジ
ア地域で通貨と金融の管理を行うことも肝要と
なるであろう13）。
　一方，世界金融危機後のアメリカにおいては，
過剰消費と金融的蓄積に基づく内需による成長
の転換が迫られ，輸出を重要な成長の手段とす
ることとなった。主要な輸出目標は，世界金融
危機からいち早く回復し成長を続ける東アジ
アである。オバマ大統領は 2010 年 1 月に輸出
倍増計画を打ち出し，アジア太平洋にまたがる
TPP への参加を表明した。これらはASEAN
と東アジアの地域経済協力並びに発展戦略にも
影響を与え始めた。東アジアの需要と FTAを
巡って競争が激しくなってきたのである。
　2010 年は ASEANと東アジアの地域経済協
力にとって画期となった。1 月に AFTAが先
行 6 カ国で完成し，対象品目の関税が撤廃さ
れた。同時に，ASEAN と中国，韓国，日本
との間のASEAN+1 の FTA網もほぼ完成し，
ASEAN とインドの FTA，ASEAN とオース
トラリア・ニュージーランドの FTAも発効し
た。6月には中国と台湾の間で，経済協力枠組
み協定（ECFA）が締結された。また，シンガポ
ール，ブルネイ，チリ，ニュージーランドの 4
カ国で 2006 年に発効したTPP にはアメリカ，
オーストラリア，ペルー，ベトナムも加わり，
2010 年 3 月に 8か国で交渉が開始された（10 月
にはマレーシアも加わり 9カ国となった）。
　2011 年 11 月には今後のASEANと東アジア
の地域協力を左右する重要な 2つの会議が開催
された。11 月 12-13 日のハワイでのAPEC 首
脳会議の際に，TPP に既に参加している 9 か
国はTPP の大枠合意を結んだ。APEC に合わ
せて，日本は遂にTPP 交渉参加へ向けて関係
国と協議に入ることを表明した。カナダとメキ
シコも参加を表明し，TPP は東アジアとアジ
ア太平洋の地域協力に大きな影響を与え始め

13） 清水（2012b），参照。

た。TPP へのアメリカの参加とともに，日本
のTPP への接近が，ASEANと東アジアの地
域経済協力の推進に向けて大きな加速圧力をか
けた。
　2011 年 11 月 17-19 日には，バリで ASEAN
首脳会議，ASEAN+3 首脳会議，EAS 等が開
催された。ASEAN 首脳会議は，ASEAN 共
同体構築に向けて努力することを確認し，ミ
ャンマーの 2014 年の ASEAN 議長国を承認
した。また ASEAN は，これまでの EAFTA
と CEPEA，ASEAN+1 の FTA の 延 長 に，
ASEANを中心とする東アジアの FTAである
域内包括的経済連携（RCEP）を提案した。貿易
投資自由化に関する 3つの作業部会も合意され
た。RCEP はその後，東アジアの広域 FTAと
して確立に向けて急速に動き出すことになっ
た。
　一連の会議では，ASEAN 域外からの
ASEAN 連結性の強化への一層の協力も表明
された。EAS では，「ASEAN連結性に関する
首脳宣言」も発せられ，ASEANの連結性の実
現とAEC の構築を，EAS 参加国全体で支援
することが確認された。また一連の会議では，
ASEAN提案のRCEPを推進することが表明さ
れた。EAS はこの会議からアメリカとロシア
が加わり 18 か国体制となり，東アジアのFTA
を一層推進することとともに，海洋安保につい
ても話し合われた。
　オバマ大統領は，APEC首脳会議に続いてア
ジア重視を強調した。中国は，日本のTPP へ
の接近の影響により，一連の会議で東アジアの
地域協力を強く支持するようになり，同時に北
東アジアの日中韓の FTA構築の加速を表明し
た。日本は，ASEANを中心とする東アジアの
地域経済協力の推進を支持するとともに，TPP
をも同時に推進する立場となってきた。
　RCEP に関しては，2012 年 4 月の ASEAN
首脳会議において，11 月までに RCEP の交渉
開始を目指すことに合意した。2012 年 8 月に
は第 1 回の ASEAN+FTA パートナーズ大臣
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会合が開催され，更に進められることとなった。
世界金融危機後の変化の中で，東アジアの経済
統合の実現が強く迫られるようになったのであ
る。

おわりに

　世界経済の構造変化の中でASEAN は域内
経済協力を進め，現在は 2015 年の AEC の完
成を目指している。アジア経済危機後には，
ASEANを中心に広域の東アジアの地域協力と
FTAも進められてきている。そして世界金融
危機後の構造変化が，東アジアの経済統合の実
現を強く迫っている。世界金融危機後にこれま
での東アジアと世界経済の成長の構造は転換を
迫られ，ASEANや東アジアの経済統合がより
求められるようになった。また世界金融危機後
のアメリカの状況の変化は，対アジア輸出の促
進とともにTPP への参加を促し，TPP の構築
の動きはASEAN と東アジアの経済統合に大
きな影響を与えている。
　2012 年 11 月 6 日にはオバマ大統領が再選さ
れ，アメリカのアジア重視とTPP 推進の政策
が続けられることとなった。11 月 18 日からは
プノンペンで第 21 回 ASEAN首脳会議と関連
首脳会議が開催され，FTAに関しては 11 月
20 日の第 7 回 EAS において，2013 年の早期
に RCEP の交渉を開始することが合意された。
東アジア広域の FTAが遂に実際に交渉される
こととなった。また同日には，日中韓の経済貿
易相が 2013 年に日中韓の FTAの交渉を開始
することを合意した。12 月 3 日からはオーク
ランドで第 15 回 TPP交渉会議が開催され，初
めてカナダとメキシコが参加し，TPP の交渉
参加国は 11 か国に拡大した。こうしてTPP交
渉が更に進められるとともに，RCEPと日中韓
FTAの交渉も開始されることとなった。
　最後に，東アジアの経済統合を巡る論点を
述べておきたい。今後のASEAN と東アジア
の経済統合を巡る論点としては，世界金融危

機後の世界経済の構造変化の中で，ASEANが
2015 年までに AEC を確立することができる
か，AEC後にどのような統合を進めるのか（た
とえば国民国家を超えた形での統合を目指すの
か），東アジアの経済統合がどのように進んで
いくか，ASEANと東アジアの経済統合は世界
経済管理に貢献できるのか，TPP やアジア太
平洋大の経済統合も進むのか，それらの関係は
いかなるものか，その際にはASEAN がイニ
シアチブを握っていくのか，あるいはどの国が
イニシアチブを握っていくのか，従来進展のな
かった日中韓の経済統合は進められるのか，そ
して各国と日本はこれらの経済統合に対してど
のような立場を採るのか，などがあげられる。
尚，日本は未だにTPP 交渉に参加できず，今
後交渉に参加できるかどうかも論点になってし
まっている。更に世界金融危機後の構造変化の
中で，各国はどのような発展戦略を採るのか，
地域としての発展戦略はいかなるものか，など
も論点となろう。
　これらを分析する際の方法と方向についても
若干述べておきたい。第 1に，世界経済全体の
構造変化の中にASEAN と東アジアの地域経
済協力・経済統合を位置付けて把握することが
不可欠と考える。経済活動はそもそも世界的で
あり世界市場において完結するからである。そ
して，その考察の際には，長期的な構造変化の
中に位置づけること，世界経済と国民国家の関
係の考察に常に立ち返ることが重要であろう。
第 2に，理論化を含めた抽象化とともに，経済
の実態と実際の活動主体の把握が重要と考え
る。地域経済協力・経済統合を捉える際には，
抽象化の面と実態面の両面の把握が不可欠であ
り，実態把握の際には，貿易投資などの把握と
ともに，政府や企業，市民などの把握が重要で
ある。第 3に，政治，経済，法，歴史などの総
合的文脈の中で捉えていく必要がある。地域経
済協力・経済統合はすぐれて経済政策の一部で
あり，それは政治や法，歴史とも不可分である
からである。それぞれの学問領域を越えた，社
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会科学による総合的な研究が必要と考える。
　以上のことを踏まえながら，世界経済の構造
変化の下でのASEAN と東アジアの経済統合
について更に研究を深めていくことにしたい。
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